
実務経験証明書    記載上の注意事項
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《どのような方に対して》
キャリアコンサルティングによる支援対象者が「労働者」である必要があります。なお、ここでいう労働者とは、現在就

業している方のみならず、現在仕事を探している求職者（求職申込者、学卒就職希望者等）を含みます。

《どのような相談を》
 相談の内容・目的が、 本人の意思に基づくものであり、職業生活設計または職業能力開発及び向上に関するものである必

要があります。

情報提供に止まるもの、人材紹介会社等におけるマッチング業務、ハローワークにおける雇用保険給付手続き、会社方針

に基づく人事考課面談、採用選考等は実務要件に該当しません。

《どの程度の頻度で》《どの程度の人数に対して》
おおむね、月に１名以上の頻度が必要です。

「年２回、１回につき５～６名」等の場合も、「月に１名以上」とみなします。

《どのような形式で》
キャリアコンサルティングが 一対一で行われるもの、またはこれに準ずるもの（少人数グループワーク等）である必要が

あります。

授業・研修の計画・運営、営業活動（就職先の開拓等）、セミナー講師等は実務要件に該当しません。

退職した職場で記入いただけない方は、その理由を「⑤確認欄」に記入のうえ、下記２点の書類を別途添付してください。

   ①雇用保険被保険者資格取得届出確認照会回答票（ハローワークで取得できます）

   ②職務内容を客観的に証明できる書類（組織図、当時の氏名入り資料等）
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【個人事業主・フリーランスの方】
「⑤確認欄」にご自身で記名のうえ、下記２点の書類を別途添付してください。

   ①「④職務経歴」の期間が確認できる書類（個人事業主として税務署に届け出た個人事業開業届の写し、青色申告承認申請書等）

   ②職務内容を客観的に証明できる書類（HP、リーフレット、契約書等）

また、最下部のチェック欄を忘れずにチェックしてください。

【過去一年以内にキャリアコンサルタント試験を受験された方で、過去受験時の証明書類のコピーで再申請される方】
「実務経験証明書（職務経歴シート）」右上の「⑥」欄に、コピーされた証明書類の 原本を「提出した受験回」「提出先（「日本キャリア開発協会」ま

たは「キャリアコンサルティング協議会」になります）」「提出した受験回の受験番号」を忘れずに記入してください。

また、受験申請日（「○年○月○日    現在」欄）は変更せず、本注意事項６～８に伴う別添資料を提出された方は、そのコピーも忘れずに添付してくだ

さい。

【提出された書類に不備があった場合】
「マイページ」にご登録の メールアドレスにご連絡します。

不備内容をご確認のうえ、再提出期限（メールに記載します）までに証明書類を再提出してください。
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【「④職務経歴」について】
「職務の内容」は、《どのような方に対して》《どのような相談を》《どの程度の頻度で》《どの程度の人数に対して》《どのような形式で》行ったの

かがすべてわかるよう、具体的に記入してください。
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【「⑤確認欄」について】
①～④の内容が証明できる方（上⾧または人事担当者）の記名（会社名、役職、氏名）が必要です。

すでに②の勤務先を退職している場合は、退職した職場で記入いただいてください。

【転職歴がある方】
「実務経験証明書（職務経歴シート）」は 一社につき一部作成してください。

「②勤務先名称」「③勤務先所在地」欄は、現在所属されている勤務先ではなく、「④職務経歴」を積んだ勤務先のものを記入してください。

【「④職務経歴」について】
「期間」の「（何年何ヶ月）」の数え間違いが増えていますのでご注意ください。

経験年数には、受験申請日（「○年○月○日    現在」欄）が含まれる月末日までの通算年数を記入してください。

【「④職務経歴」について】
「所属部署名」「職名」「雇用形態」を忘れずに記入してください。

【「④職務経歴」について】
「相談実施場所」は、相談業務を行った場所を具体的に記入してください。（「応接室」「相談ブース」「空き会議室」等）

【ご自身が代表者の方】
「⑤確認欄」にご自身で記名のうえ、下記２点の書類を別途添付してください。

   ①「④職務経歴」の期間に所属先の代表者であることを証明する書類（定款、登記、HP等）

   ②職務内容を客観的に証明できる書類（HP、リーフレット、契約書等）

また、最下部のチェック欄を忘れずにチェックしてください。


